
障がい者地域生活支援事業利用料軽減策（２０１０年）
（２０１０年愛知自治体キャラバンまとめ）

※地域生活支援事業で利用料軽減を行っているのは、２００９年度は３２市町（５２．５％）だったが、２０１０

年４月から国が低所得者の障害福祉サービス利用料を無料にしたのを受け、移動支援などの低所得

者の利用料を無料にしたのは４７市町（８２．５％）となった。無料とせず、低所得者に負担を求めている

のは１０市町（１７．５％）ある。

※岡崎市は市民税非課税世帯：２％、市民税課税世帯：４％・６％の負担としている。稲沢市は低所得者

（非課税者）は５％負担としている。瀬戸市・津島市・愛西市・弥富市・あま市・長久手町・大治町・蟹江

町の８市町は１割負担としている。

「地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・日常生活用具等）の利用料の独自の軽減制度

を設けていますか。」の回答
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合計 ２２ ２５ １０ ―

１ 名古屋市 ○ 平成２２年４月から移動支援事業を始めとする５事業につ

いて、低所得者の方を対象に無料化を図った。また、それ以

外の方についても、利用者負担上限月額を設定することによ

り、負担が過重とならないよう配慮している。

２ 豊橋市 ○ ・移動支援・地域活動支援センター、日中一時支援事業

障害者：市民税課税世帯の所得割１６万円未満の月額９，

３００円を超えて支払った利用者負担額を助成している。

障害児：市民税課税世帯の所得割２８万円未満の月額４，

６００円を超えて支払った利用者負担額を助成している。

・日常生活用具：市民税課税世帯で非課税の場合、支給基

準額を１０割助成している。非課税以外の場合、支給基準

額の９割を助成している。

３ 岡崎市 ○ 利用者負担割合の軽減

生活保護世帯：０％ 市民税非課税世帯：２％

市民税課税世帯：４％、６％ 市民税未申告：１０％

４ 一宮市 ○ 低所得者を無料としている

５ 瀬戸市 ○

６ 半田市 ○ 利用者負担の軽減を、移動支援、地域活動支援センタ

ー、日中一時支援等の上限額を合算上限として、所得に応

じて行っている。※国の上限範囲内

７ 春日井市 ○ 本市では国が定める負担上限額を障害福祉サービスと地

域生活支援事業を合算して適用しています。

８ 豊川市 ○ 地域生活支援事業（移動支援・日中一時支援・地域活動

支援センター・訪問入浴サービス）の利用者で障害福祉サ

ービスも利用している者については、上限負担額を国の基

準額が上限となるようにしている。（２００９年度実績 ３，４４７

千円）

９ 津島市 ○

１０ 碧南市 ○ 低所得者を無料としている
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１１ 刈谷市 ○ ・自立支援医療の自己負担軽減

精神障害の治療を受けた場合、医療保険における自己負

担額（入院の場合は自己負担額の２分の１）を助成していま

す。

・補装具の利用料負担軽減

補装具と日常生活用具を合算して、利用料負担の上限額

を設定している。

１２ 豊田市 ○ 自立支援給付と同様の取扱。また、上限管理は自立支援

給付との合算により実施

１３ 安城市 ○ ・地域生活支援事業のうち移動支援・地域活動支援センタ

ー・日中一時支援・訪問入浴の利用者負担額については、

介護給付費等の利用者負担額と合算し、負担上限額を超

越した分について償還払いしています。（２００９年度実

績・・・支給者：１６０人、総支給額：２，６３８，２０５円）

・地域生活支援事業のうち日常生活用具の利用者負担額に

ついては、補装具費の利用者負担額と合算し、負担上限

額を超越した分について償還払いしています。（２００９年度

実績・・・支給者：５人、総支給額：３７，２７６円）

１４ 西尾市 ○ 低所得者を無料としている

１５ 蒲郡市 ○ 低所得者を無料としている

１６ 犬山市 ○ ・地域生活支援事業

利用者負担上限額の設定を障害福祉サービスの設定より

軽減してあります。※下表

・地域活動支援センター「ふれんど」・・・市町村民税非課税

の方は無料、その他は１日１００円～３００円、月額上限を

２，２００円

（実績） 延利用者数 ３，０３３人

・地域活動支援センター「希楽里」・・・利用者負担 無料

（実績） 延利用者数 ２，８２１人

・日常生活用具・・・紙おむつ・ストマについては利用者負担

を５％

（実績） 利用件数 ５５２件

障害福祉サービス

利用者負担上限月額

地域生活支援事業

利用者負担月額

区分 対象者 上限月額 軽減措置 市独自軽減措置

生活保護 生活保護受給者 0 円 0 円 0 円

低所得１ 本人と配偶者が非課税で

本人収入が 80 万円以下
15,000 円 0 円

0 円
低所得２ 本人と配偶者が非課税で

所得割額が 16 万円以上
24,600 円 0 円

一般

本人と配偶者が非課税で

所得割額が 16 万円未満
37,200 円 9,300 円

9,300 円
本人と配偶者が非課税で

所得割額が 16 万円以上
37,200 円 37,200 円

１７ 常滑市 ○ 低所得者を無料としている
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１８ 江南市 ○ 地域生活支援事業（移動支援・地域活動支援センター・

日常生活用具等）の利用料は、低所得について、２２年４月

から利用者負担なしとしております。

一般：移動動支援は、所得税非課税者に対する利用者負

担を５％に軽減。地域活動支援センターは、一般世帯１回３

００円の負担額を設定。

１９ 小牧市 ○ 日常生活用具について、利用者負担額を半額としていま

す。

２０ 稲沢市 ○ 軽減措置（非課税の場合５％）を設けており、特に利用の

高いストマ装具及び紙おむつについては、通常の１／２軽減

２１ 新城市 ○ 低所得者を無料としている

２２ 東海市 ○ 低所得者を無料としている

２３ 大府市 ○ 国の福祉サービス利用料を無料にしている低所得者を無

料としている

２４ 知多市 ○ 市が設置する地域活動支援センターについて、利用料は

無料です。

２５ 知立市 ○ ア．移動支援・日中一時支援・地域活動支援センターの自

己負担と障害福祉サービスの利用者負担と合算して上限

額を適用しています。

イ．補装具と日常生活用具も利用者負担を合算し、上限額

を適用しています。

（２００９年度軽減実績 ア．４６件 ８７８，５３２円 イ．２件 ２

２，２００円）

２６ 尾張旭市 ○ 平成２２年４月から、低所得者（市民税非課税世帯）につ

いては、利用料を無料にしています。

２７ 高浜市 ○ 障害福祉サービス利用者負担額と地域生活支援事業の

利用者負担額を合算して上限管理。

２８ 岩倉市 ○ 低所得者を無料としている

２９ 豊明市 ○ ・平成２２年４月からは、市民税非課税の方は無料です。

・平成２２年８月１日現在、移動支援は１５８人中１０８人、日中

一時支援は９５人中５７人、地域活動支援センターは１０人

中９人が無料となっています。

３０ 日進市 ○ ・ストマについては、５％負担としている。

・平成１９年４月から施行。

平成２１年 実績：７５１件、８，２７９，９３８円（公費負担額）

３１ 田原市 ○ 移動支援、地域活動支援センター、日中一時支援につい

ては、障害福祉サービスの利用者負担上限月額と合算した

月額上限とし、利用者の負担を軽減している。

３２ 愛西市 ○ 移動支援、地域活動支援センター、日中一時支援、訪問

入浴のサービス；１割負担（上限なし）

日常生活用具：１割負担（上限あり）低所得１ 上限１５，０

００円、低所得２ 上限２４，６００円、一般 上限３７，２００円
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３３ 清須市 ○ ・同一の月に受けた自立支援給付に係る利用者負担額と地

域生活支援事業（日常生活用具給付等事業及び助成事業

を除く）に係る利用者負担額を合計して、法律の定める限

度額とする市独自の軽減制度（高額地域生活支援給付費）

を設けている。平成２１年度高額地域生活支援給付事業費

１５９，９５５円

・平成２０年４月より低所得者に対する介護給付と補装具の

自己負担が無くなったことに伴い、市の実施する移動支援

などや日常生活用具の給付又は貸与の自己負担をなくし

た。

３４ 北名古屋市 ○ 利用料は平成１８年１０月地域生活支援事業開始当時か

ら無料にて実施している。ただし、日常生活用具の給付につ

いては、基準額あり。

３５ 弥富市 ○ 市民税非課税世帯の方についても原則１割負担

３６ みよし市 ○ 低所得者を無料としている

３７ あま市 ○ 生活保護受給者以外の方には、利用総額の１割負担

３８ 東郷町 ○ 低所得者を無料としている

３９ 長久手町 ○ 低所得者への軽減策はもうけていない。１割負担。

４０ 豊山町 ○ 日常生活用具給付等事業において１割負担のある利用

者に対して月額１万円を限度に助成金を支給している。

４１ 大口町 ○ 低所得者を無料としている

４２ 扶桑町 ○ 地域生活支援事業の利用者負担金は、平成２２年４月か

ら町民税所得割が１６万円未満の場合（事業利用者が障害

児の場合、保護者の町民税所得割が２８万円未満の場合）、

５％（軽減前１０％）としている。

（２００９年度実績 ７０２，４６４円）

４３ 大治町 ○ 低所得者への軽減策はもうけていない。１割負担。

４４ 蟹江町 ○ 軽減策はもうけていない。１割負担。

４５ 飛島村 ○ 低所得者を無料としている

４６ 阿久比町 ○ 低所得者を無料としている

４７ 東浦町 ○ ２０１０年度より低所得者（住民税非課税者）については、

無料としています。

４８ 南知多町 ○ 低所得者を無料としている

４９ 美浜町 ○ 低所得者を無料としている

５０ 武豊町 ○ 低所得者を無料としている

５１ 一色町 ○ 低所得者を無料としている

５２ 吉良町 ○ 低所得者を無料としている

５３ 幡豆町 ○ 低所得者を無料としている

５４ 幸田町 ○ ・障害児施設通園者支援助成金支給

０人 ０千円

・児童デイサービス利用者子育て支援助成金支給

２５人 ７５２千円

・児童短期入所利用者子育て支援助成金支給

１人 ４千円

５５ 設楽町 ○ 低所得者を無料としている

５６ 東栄町 ○ 低所得者を無料としている

５７ 豊根村 ○ 低所得者を無料としている


